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【論　説】
グローバル定常型社会・序説（続）
―不等価交換と「自然の価値」
千葉大学大学院人文社会科学研究科教授　　 
広井　良典
「この地球に人類が出現し、さまざまに変化しながら現在に至り、やがて宇宙から消滅してし
まうまで、人類が存在した全ての時間を一望してみたい。……数百万年に及ぶ人類史は、何
十万回も繰り返された世代の一つ一つに、あまたの人の一生を組み込みながら、それがまた
刻々と時を食（は）む生き物のごとき独自の姿を示しているにちがいない。……忘れてしま
いたいと思うにせよ、もう一度帰り たいと思うにせよ、いま生きているこの時間に続く過去
を語るのでないのなら、そもそも歴史を語ることの意味がどこにあるだろう。」（西田 2007 ：
3， 267-268）
はじめに
　本稿は、「グローバル定常型社会・序説」（広井 2005）の続編に相当するも
のである。前稿において、筆者は「定常性」をめぐる諸次元を、そのタイム・
スパンを座標軸として以下の図１のような 4 つの次元に整理し、その第一の
次元（次元A）に関する議論を行った。それは現在の“先進国”ないしポスト
産業化社会に主たる関心を向けた、しかも基本的に一国レベルにおける「持続
可能な福祉社会」の可能性を論じる性格のものであったが、本稿では、その第
二の次元（次元B）に焦点を移し、「南」の地域を含む世界全体そして市場化・
産業化が急激に生成したこの数百年を主たる射程に収めながら、空間的かつ時
間的にひと回り大きな次元で「グローバル定常型社会」をめぐる議論を展開し
ていきたい。
　具体的には、まず国際貿易の意味を「公－共－私」という観点からレビュー
し（第 1 節）、続いていわゆる不等価交換論をエコロジー（ないし自然の価値）
との関連で再吟味し（第 2 節）、これらを総括しながら「時間」という視点か
ら「持続可能性」と「分配」問題を架橋する認識枠組みについて考察していき
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たい（第 3 節。なお 4 つの次元の全体的な関連性について、広井 2006 を併せ
て参照いただければ幸いである）。
１．自由貿易と「公－共－私」
序：世界における所得分布の動向
　まず「富の分配」あるいはその格差ないし不平等ということに関して、現在
の世界の状況を簡潔に概観してみよう。
　最初に若干の定義的な確認をしておきたい。世界における様々な「格差」な
いし不平等という時、様々な位相がある。たとえば世界の中に富裕な国と貧し
い国があるといっても、同時にそれぞれの国の内部での経済格差も存在する。
たとえばアメリカの一人当たり GDP が高いという事実があるとしても、アメ
リカにおける貧困層のある個人の所得は、中国あるいはアフリカの一国の最富
裕層の個人の所得よりも低いかもしれない。
　こうした点を踏まえて、「経済成長と公平性」をテーマとする世界銀行の『世
界開発報告（World Development Report）』2006 年版は、「不平等」に関す
る次の 3 つの概念を整理している。
図１　定常型社会をめぐる４つの次元
（出典）筆者作成。
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　a）グローバル不平等　global inequality
　b）国際的不平等　international inequality   
　c）各国間不平等　intercountry inequality
　このうち a）は、地球に存在する「個人」にもっぱら着目して、言い換える
と国境を一切無視して、その所得等の格差あるいは分布を見るものである。若
干わかりにくいのが b）と c）の違いかもしれないが、その意味はさして複雑
なものではない。これは各国の（人口の）規模を考慮に入れるかどうかという
点に関わっている。すなわち、c）は各国の人口規模の違いを無視して考える
もので、それぞれの国の平均所得がその国を代表するものとし、しかもそれぞ
れの国を（人口規模の相違を考慮しないで）一つとカウントする（世界に 200
の国があるとすれば、ちょうど 200 人の個人が並んでおりその所得の分布を
見るように状況をとらえる）。ところが、たとえば中国の経済発展ということ
を考えれば明らかであるように、一つの国を単純に一つとカウントするだけで
は地球に存在する人々全体の所得分布を把握することにならない。そこで所得
分布を見るときにそうした各国の人口規模も考慮してとらえるのが b）であり、
これは言い換えれば c）を各国の人口規模で「加重」したものといえる。
　さて、上記の世銀報告書の中で、世界における“不平等に関するあらゆ
る論争の母”とされるものとして紹介されているのが図２のデータである
（Milanovic 2005 で示されたもの）。図に明らかなように、1950 年から 2000
年の 50 年で、先に示した整理での「各国間不平等は大きく拡大しているが、
国際的不平等はむしろ減少しており、その最大の背景は中国・インドの経済成
長（所得上昇）にある」というものだ。つまり要するに、中国とインドという、
きわめて人口規模の大きい国の一人あたり所得が急速に上昇しているために、
国際的不平等は減少し、ただし人口規模が小さくかつ低所得段階にとどまって
いる国がなお多く存在（むしろ増加）しており、そのぶん「各国間不平等」の
ほうは拡大している、ということである。
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　こうした格差や不平等に関するデータは、特に発展途上国になるほどその国
の所得把握自体が不完全なものなので、十分に留保を置いて見る必要がある。
また、さらに各国内部の所得分布ないし格差のデータが明らかになれば、先ほ
どの「グローバル不平等」についての状況がわかることになるが、これについ
ては（各国内の格差データが不十分であるため）その拡大・縮小をめぐって評
価は大きく分かれている。
　一方、より長期のタイム・スパンで状況を見ているのが図３である。19 世
紀初めから近年に至る大きなトレンドとして、グローバル不平等と各国間不平
等は拡大し、国内不平等はほぼ横ばいとなっている。これは言い換えると、「グ
ローバル不平等に占める各国間不平等の比重」が大きくなっている（いわば“地
球に住む個人にとって、国の違いがもたらす所得格差が大きくなっている”）
ということであり、その割合は 1820 年の約 10％から 1992 年には 60％以上
にまで増加している。
　これらを踏まえて、上記の世銀報告書は「要するに、世界が全体として裕福
になる中で、所得の不平等は相対的にも絶対的にも、あるいは国際的にもグロー
図２　「国際的不平等」と「各国間不平等」の推移
（出典）世界銀行（2006）、p.67。
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バルにも、長期的には（1820－1992 年の間に）著しく拡大したのである」と
総括している。ただし「もっとも、最近の時期については実態がそれほど明瞭
ではない」と留保しつつ、「20 世紀最後の 10 年間に国際的不平等が縮小して
いるのは、中国や南アジアにおける所得増加の不平等縮小効果が、今は先進国
となっている諸国における着実な所得増加とサハラ以南アフリカにおける所得
減少による不平等拡大効果を十二分に相殺したからなのである」との説明を添
えている。
　いずれにしても、いわば世銀報告書で“すら”世界における格差拡大につい
て上記のような認識を示すようになっているし、また近年の中国・インド（な
いし BRICs 諸国）の経済成長が世界全体の所得分布にもつ基本的な影響につ
いては大方の認識と合致するものといえる。
　ところで、以上は基本的に「所得」つまり個人にとっての各年の収入（フロー）
に注目したものだが、富にはそうしたフローのみならず貯蓄や土地所有など
「資産（ストック）」の面も含まれる。そのような面まで含めた世界の富の分
布や格差を示した最近の研究としては、国連大学世界開発経済研究所（本部ヘ
ルシンキ）が 2006 年にまとめた次のようなものがある（World Institute for 
図３　グローバル不平等・各国間不平等・国内不平等の長期的推移
（出典）世界銀行（2006）、p.68。
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Development Economics Research of the United Nations University 2006）。
これによれば世界の富は計 125 兆ドルで、GDP の合計の約 3 倍に相当し、ま
た興味深いことに一人当たりの富のトップは日本であり、18 万 1000 ドルと
なっている（2 位はアメリカで 14 万 4000 ドル。世界の平均は 2 万 6000 ドル。
日本が大きいのは貯蓄の大きさや土地価格の高さといった要因が背景にあると
考えられる）。そして、世界の成人人口の 2％が世界の富全体の 51％を、同じ
く人口の 10％が富の 85％を所有している、との事実が示されている。
　なお、以上のような事実関係に関して、ここで基本的かつ重要な留意点とし
て確認しておきたいが、筆者自身は、「貧困」の定義として、世界銀行や国連
等が用いているような“1 日あたりの所得が 1 ドル未満”といった貨幣収入（な
いし資産）を基準に使うことには根本的な疑問を持っており、あくまで一つの
参考指標として限定的にとらえるべきものと考えている。その理由は、市場経
済（ないし貨幣経済）は人間の生活全体のごく一部を占めるに過ぎず、また市
場経済が普及すること自体がその国あるいは社会を「豊か」にするとは決して
いえないからであり、この点は原理的なレベルで押さえておくべき基本論とし
て確認しておきたい（単純な例を挙げれば、「水」がミネラルウォーターとし
て商品として一般に購入され消費されるような社会がそうでない社会に対して
豊かとは決していえないし、また、OECD が各国の“Well-Being”に関する
報告書（OECD 2001）の中で挙げているように、GDP の中にはたとえば犯罪
や交通事故、軍事等に関する費用（前者は刑務所の建設・維持コストなどを含
むものであり、アメリカが突出して大きい）も含まれるのであり、単純に「（一
人当たり）GDP が大きいこと」が豊かさの尺度とはいえないからである）。
市場経済のグローバル化あるいは国際貿易に関する二つの見方
　さて、世界における格差や不平等をめぐる動向についてごく簡潔に概観した
が、私たちはこうした問題について、そもそもどのような基本認識や判断基準
をもちうるのだろうか。一つの焦点になるのは、国と国との間の交易あるいは
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自由貿易というもの、より広くは「市場経済のグローバルな浸透」というもの
をどのようにとらえるかという点にあるだろう。こうしたテーマについて、こ
れまでに存在してきた見解を大きくまとめると、次の二つの代表的見解に集約
できると思われる。
　a）自由貿易論～新古典派経済学的な理解
　b）「不等価交換 Unequal Exchange」論
　まず a）は現在支配的といいうる見方であり、その基本的な系譜ないし思考
のラインは、（標準的な経済学の教科書に出てくる）「リカードの比較優位（比
較生産費）説～ヘクシャー・オリーンの定理」等と呼ばれるものに示されるも
のである（なお、リカードのモデルでは、資本や労働といった生産要素の国際
移動はないものと仮定されている点に留意が必要であり、この点は後でまた議
論したい）。
　こうした自由貿易論が、当時工業化によって世界をリードしつつあったイギ
リスに工業化の利益を独占させる方向に寄与し、また同じ時期にイギリスを追
い上げる形で工業化を推進していたドイツの経済学者（かつドイツ関税同盟の
推進者）フリードヒ・リストがこれに対して自由貿易論に対する反対の論陣を
張ったことは、この文脈でしばしば引かれる例である〔ただしこの話題は、単
純に「国と国」の対立の問題に尽きるものではないことにも留意する必要があ
る。リカードは比較劣位をもつイギリスの農業を保護する穀物法の廃止を主張
し、実際に同法は 1846 年に廃止されたが、これは当時経済力を高めつつあっ
た産業資本家の主張が地主層の反対を押し切ったものでもあった。したがって
「国と国」の対立と同様に、（一国内における）農業部門－工業部門の利害の対
立がその実質をなしていたことになる〕。
　リカードの比較優位論と並んで新古典派経済学の国際貿易論のベースをなす
「ヘクシャー・オリーンの定理」（いずれもスウェーデンの経済学者の名前）と
いうのは、リカードのモデルを発展させたもので、リカードの場合には財の生
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産に投入される生産要素が「労働」だけだったのに対し、もう一つの要素であ
る「資本」を加え、2 つの貿易国が 2 財をそれぞれ労働と資本の二つの生産要
素を投入して生産するモデルを考えた。そして、両国において生産技術が同一
と仮定しても、各国はその国に相対的に豊富に存在する生産要素を集約的に使
用して生産する財に比較優位をもつことを明らかにしたのである（たとえば労
働力が豊富にある国は労働集約的な財の生産を、という具合に）。またこうし
た議論の延長に、「要素価格均等化の定理」と呼ばれる考え、つまり貿易の自
由化により、貿易国の間で財の価格が均等化すると、生産要素自体が国を超え
て移動できなくても、生産要素の価格（たとえば賃金）が均等化することを示
した。
　以上が a）の考え方の概要であるが、個々には様々な論点や議論が存在する
ものの、そこで言われていることの本質はきわめてシンプルなものである。そ
れはすなわち、市場経済というものが国境の制約を越えて相互浸透し、その自
然の帰結として、世界において“一つの財・サービス市場、一つの労働市場、
一つの資本市場”、要するに一つの大きな市場経済がグローバルレベルで成立
する（＝世界市場）というものであり、しかもそれによってもっとも「効率的
な資源配分」が実現するというのは、（新古典派）経済学の原理からして半ばトー
トロジーとも言いうるものである（以上の議論については広井 2006 の「世界
市場モデル」参照。なお労働・資本の国際移動に関しては後論参照）。
自由貿易と「公－共－私」
　ではこうした a）の考え方はどのように評価されるべきだろうか。ここで自
由貿易論の是非という、100 年以上にわたって議論されてきたテーマをそれ自
体として主題化する余裕はないが、ここではこの話題を、本稿の基本的な枠組
みの一つである「公－共－私」という観点から捉えなおしてみたい。すなわち、
自由貿易論についての、
　①「公」の観点　…公共性ないし分配の公正をめぐる論点
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　②「共」の観点　…コミュニティとの関連をめぐる論点
　③「私」の観点　…市場経済そのものに内在する論点
からの評価ということであり、筆者自身は、こうした捉えなおしが、しばしば
錯綜し混乱する傾向のあるこの話題をめぐる議論について、若干視界の開けた
展望を与えてくれるのではないかと考える。
　まず①は、端的に「公平性」の観点からの問題点である。ある意味で自明の
ことなのだが、自由貿易論の考えは突き止めれば、先ほど確認したように市場
経済が全世界に浸透し、一つの「世界市場」が成立するというビジョンに他な
らない。であるがゆえに、そこで保障されるのは効率性すなわち「効率的な資
源配分」であり（ここでいう「効率的な資源配分 resource allocation」とは経
済学でいうパレート最適、つまり「複数の人の間で限られた資源を配分する場
合に、他の人の効用を下げることなくしてある人の効用を上げることができ
ないような配分のあり方」をいう）、それが「公平性」（特に公平な所得分配
income distribution）を実現するという保障は原理的に存在しない。このこと
はまず明確に確認されるべきである。
　ところでこの点、つまり自由貿易が実現しうるのは「効率性」のみであり「公
平性」については何ら保障されない（むしろ、市場経済は本来的にそうしたシ
ステムであるから、むしろ所得格差は無限に拡大していく可能性もある）とい
う点は、きわめて自明のことでありながら、意外にも（自由貿易をめぐる議論
において）十分に自覚されていない面があるように筆者には映る。なぜだろう
か。その一つの理由としては、直感的なイメージとして、自由貿易が推進され
た場合、“個人の間の公平性は実現されないにしても、国の相違に由来する格
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
差が（たとえば要素価格均等化の定理によって各国の賃金が接近していくこと
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
で）解消されていく
3 3 3 3 3 3 3 3 3
”ということから、それがあたかも「公平性」の実現とい
うイメージを伴う効果をもつのかもしれない。しかしこれはあくまで“市場経
済における国境をなくす”という効果をもつに過ぎず、その結果として出来上
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がる世界市場が個人間の所得分配において「公平性」を実現する保障はどこに
もない。繰り返すように、市場経済が実現しうるのは効率性のみである。
　また事実関係としても、先に図 3 にそくして見たように、19 世紀初めから
近年に至る大きなトレンドとして、「グローバル不平等に占める各国間不平等
の比重」が大きくなっている（つまり“地球に住む個人にとって、国の違いが
もたらす所得格差が大きくなっている”）。自由貿易論者（あるいは市場経済論
者）は、この事実について、「市場経済の浸透や門戸開放を十分行っていない
国が“取り残されている”のだ」といった認識を示すかもしれないが、百歩譲っ
てかりにそうだとしても、そうした国々に市場経済が浸透した場合に国内的に
も国際的にも所得分配の公平性が実現する保障はない。したがって、少なくと
も言えることとして、自由貿易が公平性を伴うためには
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
「公的な」機能ないし
メカニズム、具体的には何らかの「（所得）再分配」のシステムが原理上必要
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
なのである。
自由貿易と「国家というコミュニティ」
　次に②の「共」の観点について見てみよう。これは、自由貿易の浸透が、効
率性を高める機能をもつ半面、（先ほどの「公平性」の問題とは別に）それぞ
れの国における共同体的な基盤を掘り崩す、という側面をさす。こうした点に
関して経済学者の村上泰亮は次のように記している。
「ある意味でもっとも重要なのは次のことである。自由貿易は（とくに後
発国の）非効率な産業を消滅させる。だがそれと共に、それを支えたエトス、
さらにはそのエトスに基づいた文化共同体 natio の生命をも奪ってしまう。
――たとえば農業や伝統的手工業に支えられてきた国によくみられるよう
に、自由貿易はしばしば、産業文明の名において暴力的に固有文化を破壊
するマシーンであり、まさに『機能の帝国主義』なのである」（村上 1992
（下）：196-197）
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また、エコロジー経済学者のハーマン・デイリーもやや異なる視点から次のよ
うに述べる。
「たとえば、ウルグアイは、牛と羊の牧畜に明らかな比較優位をもってい
る。もし特化と貿易の法則にあくまでも固執するならば、市民に牛飼いか
羊飼いのどちらかを選ばせるだろう。しかしながら、発展力のある国民共
同体を支えるために、ウルグアイ人たちは、基本的な農業や工業とならん
で、法律、金融、医療、保険、教育サービスが必要だと感じている。たと
え、そうすることが効率性をある程度損なうとしても、このような多様性
は共同体や独立国家にとって必要だ。…論点は、福祉に対する共同体の視
3 3 3 3 3
点
3
があることだ。」（デイリー 2005：205、強調引用者）
　これらの文章に既に明らかなように、ここで主張されているのは自由貿易が、
その国にける「共同体」あるいは「コミュニティ」の基盤ともいうべきものを
侵食していくという点である。しかし考えてみれば、これは何も自由貿易に限
られた話ではなく、むしろ「市場経済」一般にあてはまるものであり、つまり
「共同体（コミュニティ）vs 市場」の矛盾あるいは対立ということが、国際貿
易という場面で現われたものとも言える。
　ただし、ここで問われているのは共同体（コミュニティ）一般というよりは、
「国家という共同体
3 3 3 3 3 3 3 3
（コミュニティ）」である。ちょうど、ある一国において市
場経済が浸透していくことがローカルなコミュニティを破壊する効果をもちう
るように、グローバル市場の浸透が、「国家という共同体（コミュニティ）」を
侵食する。この場合、論理として考えるならば、グローバルな市場経済の成立
とパラレルに「グローバルな共同体
3 3 3 3 3 3 3 3 3
（コミュニティ）」というものが、その実
質をなす連帯意識や帰属感覚といったことも含む形で成立していけば、問題は
ある程度緩和されるかもしれない。ちなみに上に引用したデイリーは、「自由
貿易の推定上の目標である『グローバルな共同体』は、空疎なスローガンだ」
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とし、「グローバルな共同体は、国境なき世界から取り残された無国籍的な真
空――即座に多国籍企業によって埋められる真空――をなくすことによってで
はなく、発展力のある国民共同体の国際的連合を通じて達成されるべきだ」と
する。私たちはこうした点についてどう考えたらよいのか。
　結論から言えば、（広井 2007 でも論じたように）ローカル－ナショナル（－
リージョナル）－グローバルという各水準それぞれにおいて、「公－共－私」
の機能がいずれも必要なのである。ところが現実には、共同体（コミュニティ）
というものの本来の起源ないし出自
3 3
はローカルなレベルにあり、他方、市場経
済は、それがもともと個々の共同体を超える交易として出現したという起源か
らしても、本来的に普遍的なものであり、その意味においてグローバルである
ことがむしろ本来の姿であるともいえる。他方、「公」的なるものの生成は歴
史的にはナショナル（国家）な次元が中心をなしてきた（ここでいう「公」は、
独立した個人や市場経済を前提とした上で、そこから生じる分配の不均等を是
正（再分配）したり公共財の提供を行うという意味。ただし国家は同様に“大
きな「共」（コミュニティ）”」としての機能も持ってきた）。少なくとも確かな
のは、自由貿易あるいはその帰結としての世界市場はこのうちの「私＝市場経
済＝効率性」のみに関わるものであり、「共」ないしコミュニティの要素を無
視することはできないということである 1。
1 費用内部化と自由貿易
　自由貿易の弊害として、様々な費用が「外部化」される方向での価格競争が行わ
れるという点が指摘されることがある（たとえばデイリー（2005））。つまり各国に
おいて、様々な費用を企業に内部化させるための規制（たとえば社会保障、最低賃金、
職場の安全、労働時間、環境汚染規制等）を行っているのが一般的だが、その程度
は国によって差があり、結果的に内部化あるいは基準がもっとも低い国の企業が競
争に勝ち残っていくことになる。ここで、そもそも一国内の社会保障（ないし福祉）
や諸規制は、その国における共同体的紐帯が希薄になることに応じて国家がそれを
補完すべく公的な保障や規制として制度化されたと考えれば（広井（1999）参照）、
この論点はやはり自由貿易と「共」的なるものとの矛盾としてとらえることができ
るだろう。そしてさらに言えば、グローバルレベルにおいて、そうした費用内部化
あるいは再分配を実施するような公的主体（究極的には世界政府）が必要なのである。
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国際貿易と地域経済
　ところで先に確認したように、リカードのモデルでは国の間で労働や資本と
いった「生産要素の移動」がないことが基本的な前提となっている。ところが
言うまでもなく、現在の世界ではこうした前提は大きく崩れている（特に資本
の国際移動）。では生産要素の移動がある時にはどうなるかというと、実はこ
の場合には各国の経済パターンは比較優位ではなく「絶対優位」によって決定
される、というのが新古典派的な理解である。したがって多くの財・サービス
の生産において絶対優位を持たない国からは労働や資本が去っていき、その国
の経済は最終的には消滅することになる。
　一方、考えてみれば、そのように生産要素の移動が最初から自由に行われて
いるのは、一国内の経済である。したがって、ある一国における様々な「地域」
の経済は、絶対優位に従ってパターンが形成される。財・サービスの生産に絶
対優位を持たない地域からは労働・資本が去っていき、その地域は衰退しやが
ては消滅するのである（あるいはそもそも初めからそうした地域には人々が集
まらない）。
　以上の議論から示唆されるように、「国を超えた労働や資本の国際移動が活
発になる」ということは、言い換えれば国と国の間の貿易と、ある一国内での
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
地域間経済との違いが実質的になくなっていく
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ということを意味する。そして、
考えてみれば自明のことだが、一国の経済において様々な地域格差や、あるい
は衰退していく地域が存在するということと、世界の中で様々な格差が存在し
たり、ある国（ないし地域）の経済が衰退したりするということとは、その構
造としては全く同じということになる。
　このように考えていくと、リカードのモデルは“国際貿易における一般理論”
としてとらえるよりは、むしろ市場経済において国境ないし国家というものが
強く働く（＝二つの地域間において資本や労働の移動がない）という“特殊な”
場合についての議論として理解したほうが、世界における各地域と一国内の各
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地域の問題をシンプルかつ統一的に理解することができると言えるだろう。そ
してそこでの一般原則は（比較優位ではなく）「絶対優位」に従うのである。
　ちなみに経済学者のクルグマンらは、そのように絶対優位に従って経済が展
開する地域経済について、「地域の衰退には問題があるだろうか」という問い
を立てた上で次の 3 つの問題点を指摘する（「問題はあるだろうか」という問
いの意味は、たとえば衰退しつつある炭鉱地域の労働者が別の都市に移住して
サービス部門の職を得ることで所得を倍にすることができるなら何も問題はな
いのではないかという趣旨）。
　第一は「経済的というより文化的なもの」であり、地域の伝統を文化の一部
として保存することが固有の価値をもつという点（そして「このような文化的
な配慮はヨーロッパ各国がその農民を保護する動機の一部となっている」）。第
二は、ある地域が多くの絶対優位を持たず衰退する際、すべての人々が同じよ
うに移動可能ではないので地域の人口の一部（高学歴者や熟練労働者など）が
流出することで残された人々はますます貧しくなるという点。第三は、地域の
衰退が自己増殖的なプロセスになるという点（たとえばある地域がいくつかの
産業を失うと他の産業にとってもその地域は魅力のないものになり累積的な衰
退プロセスにつながる）（クルグマン＆オブズフェルド 1996）。
　これらは、ここで「自由貿易と『公－共－私』」という枠組みで議論してい
る論点と概ね重なっていると見ることができる。つまり第一の点は「共」（コミュ
ニティ）的なものに関わり、第二の点は「公」的なものないし公平性や（分配の）
平等の問題に関わり、第三の点は主に「私」（市場経済そのものの機能の阻害）
に関わるという具合に。
　いずれにしても、現在のように労働や資本の国際移動が一般的となっている
状況においては、国際貿易（ないし世界経済）と地域経済の問題とは、同一の
視野の中で考えることが妥当といえるだろう。
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２．不等価交換とエコロジー
不等価交換論
　以上、自由貿易論をめぐる問題点や課題を「公」（特に公平性との関わり）
及び「共」（特にコミュニティとの関わり）という観点から見てきたが、ここ
でさらに「私」という観点からの問題性について考えてみたい。そしてこの文
脈で取り上げたいのが、先に国際貿易ないし自由貿易に関する二つの代表的見
解として挙げた b）の見解である「不等価交換論」に他ならない。
　ここで言う「私」の観点とは、「市場経済」そのもののいわば“内在的”な
観点ということであり、実質的には、自由貿易というものがある種の「不等価
交換 Unequal Exchange」のメカニズムを内包しており、市場経済そのものと
しても正当化しえない（＝市場経済の本来の機能自体が実現されていない）性
格のものではないか、という趣旨のものである。
　不等価交換論とは、（広井 2006 でも言及したように、）マルクス主義の一つ
の系譜として 1970 年代前後に大きな影響力をもった「従属理論 dependence 
theory」の議論に関連しながら展開された考え方である。あらためて確認する
と、従属理論は、いわゆる途上国の経済発展に関して、古典派－新古典派的
な系譜を引く「近代化論」――ロストウの『経済成長の諸段階』（1961 年）に
代表されるような見方で、地球上の様々な地域は市場経済の浸透と平行しつ
つ、いずれも農業社会→工業化（産業化）→高度大衆消費社会ないしポスト工
業化社会という直線的な“発展”の道を歩むと考える見方――に対抗する形で
生成した考え方であり、低開発国が低開発にとどまっているのは、そうした
発展に遅れて参加したためその初期段階にあるからではなく、むしろ世界市
場に参入した結果として低開発の段階にいわば構造的に置かれているのであ
り、それは先進資本主義国の発展とむしろ“対”の関係にある、という議論を
展開した（代表的論者の一人であるフランクの「低開発の開発 development 
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of underdevelopment」という象徴的表現がよく知られている）。そうした従
属理論の展開の中で、低開発国の従属性を生み出す鍵概念ないし理論的根拠の
一つとして主張されるようになったのが「不等価交換」の考え方であった（代
表的論者としてアルジリ・エマニュエル、サミール・アミンなど。エマニュエ
ル他 1981、アミン 1979、フランク 1980 参照）。
　不等価交換という概念の提唱者であるエマニュエルは、その基本的な考えを
次のように述べている。
「われわれは、国際貿易のリカード的定理の根本的仮説をさかさまにひっ
くり返した。均等賃金と不等利潤率の代わりに、われわれは、不等賃金
と、標準化に従い均等化傾向をもつ利潤率という仮説を採用した。これら
の仮定は、われわれをすべての点で国際貿易の公式理論と正反対の方向に
導いた。……その根本仮説――資本の不移動性――を拒否して、……国際
貿易において均衡価格を規定するのは、比較生産費ではなくて、絶対生産
費である。…われわれは、われわれの定義が原理の問題を含むという事実
には気づいている。それは賃金をシステムの独立変数として取り扱ってい
る。……賃金は、地理的に、商品交換における変動とは独立に、様々である。
……もし国による賃金の相違が 1 対 2 ないし 1 対 3 や 4 であれば、商品
市場の変動がこの相違の原因であると想定することはおそらく正当であっ
たであろう。しかし、賃金の相違が 1 対 20 や 1 対 30 にもなり、地域的
に相違しているのみか、時間的にもきわめて硬直的で、長期にわたってゆ
るやかで直線的な趨勢しか観察されないなら、……その時には賃金はまさ
にシステムの独立変数を構成する」（フランク 1980：155-156）。
　以上の引用に示されているように、エマニュエルらの不等価交換論の中心は、
先進国と途上国――従属理論やその系譜に位置するウォーラーステインらの世
界システム論の枠組みでは「中核」国と「周辺」国――との間の非常に大きな
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賃金格差が長期にわたって存在しており、しかもそうした賃金格差は他の諸要
因から独立した性格も持ち、それが「不等価」性の実質をなすとともに、そこか
ら先進国あるいはグローバル企業が大きな利潤を得ている、という認識である2。
不等価交換論の「現代性」とその評価
　こうした不等価交換論が提起されたのは先ほどもふれたように（従属論が一
定の影響力を持ちえた）1970 年代前後の時期だったが、その後、社会主義な
いしマルクス主義の退潮ということを大きな背景として、不等価交換論は国際
貿易をめぐる議論のメインストリームからはほとんど消えていったともいえる。
しかしながら、現在の世界の状況は、少なくとも現象レベルで見る限り、むし
ろ当時以上に不等価交換論が妥当するような事態が新たに生じているように見
える。その実質は言うまでもなく中国・インドの急速な産業化と、それを大き
な利潤の源泉としているグローバル企業や日本など先進国の一部である。
　このような点を主題的に論じているのがエコノミストの武者陵司であり、武
者は現在の日本と中国の貿易について、日本の対中輸出がほぼ 12 兆円、対中
輸入もほぼ 12 兆円と仮定した上で（実際は 2005 年の対中輸出 12.8 兆円、対
2 「中核－周辺」概念と不等価交換論
　「中核－周辺」という概念の系譜と不等価交換論との関係については以下のウィー
ラーステインの記述を参照。「中核（もしくは中心）と周辺という対概念は、ラウ
ル・プレビシュとかれの共同研究者たちによって、国連ラテンアメリカ経済委員会
（ECLA）の初期の頃に、現在使われている意味で初めて広く使用された。かれらの
仕事の中心は、国際貿易においては工業生産物に比べ、農業生産物と鉱業生産物の『交
易条件』が悪化していることに関するものであった。……これら中核と周辺という
二つの柱は、考察される当面の時代では所与と看做され、かれらの関心は一次産品
の交易条件を悪化させる特定メカニズムに向けられた。このメカニズムの定式化は
部分的にはエマニュエルの『不等価交換』の分析を予示するものであった。」「エマニュ
エルは次のように論じて ECLA の定式を逆転させた。中核地域の人民と周辺地域の
人民との間での賃金水準もしくは福利の格差は、技術的進歩からの利益あるいはそ
の分配とは独立に急速に進んでいる。したがって、この賃金水準と福利の格差はこ
のメカニズムの継続的な結果というよりも、その主要な原因をなしているのである
と。」（ウォーラーステイン 1991：19，24）
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中輸入 12.1 兆円）、日本の一人当たり年間労働報酬が 400 万円とすれば、日
本は 300 万人の労働の成果を輸出し、他方、中国の一人当たり年間労働報酬
は日本の 20 分の 1 の 20 万円程度なので、中国は日本に対して 6000 万人の
労働の成果を輸出していることになるとし、つまり日本人一人に対して中国人
20 人分の労働が交換されるという、著しい労働の不等価交換が発生している
とする。
　そして、武者陵司はこれらを総括して次のように述べる。
「日米欧先進国の人口 7 億に対して、中国やインドだけでも 25 億人の利
用可能な労働力が突如現われた。その賃金格差は 20 ～ 30 倍と著しいが、
中国やインドの労働予備軍が膨大であるために、その格差はほとんど収
斂していかない。同一市場にこれほどの極端な労働コスト差が、5 年、10
年と長きにわたって存在し続けるということは、世界経済史においても初
めての出来事であろう。先進国は長期にわたって、ほとんど資本投入をす
ることなく中国やインドのチープ・レーバー・コストを享受し続ける体制
にあるのである。」（武者 2007：121）
　繰り返すように、まさに 1970 年代に不等価交換論が提示した事態が、より
大規模かつ鮮明な形で生じつつあるといえる。このような事態を私たちはどの
ような枠組みにおいて理解すべきなのだろうか。
　実は、本章で整理した国際貿易に関する a）の立場、つまり（比較優位論等
を内容とする）新古典派的な枠組みでは、以上のような状況は（少なくとも原
理的には）何ら説明が困難なものではない。第一に、新古典派的な枠組みでは
そもそも「労働に価値がある」という（アダム・スミスからリカード、ミルを
へてマルクスに至る）労働価値説の考え方をとらず、価値の源泉は市場交換に
おける人々の主観的効用（utility）であると考えるので、上記のような中国と
日本の間の「労働力の不等価交換」といった見方はそもそも採らない。それは
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むしろ両国の労働生産性の違いを反映したもの、という理解になるだろう。第
二に、要素価格均等化の定理が示すように、自由貿易の浸透と「一つの世界市
場」の形成の中で、賃金などの生産要素価格はやがて均等になっていくと考え
るから、現在のような賃金格差はいわば過渡期な現象であり、当面続きうるに
しても、やがては解消されていくという考え方をとる。
　議論を錯綜させるようだがさらに言えば、中国の製造業の台頭とそこでの安
価な労働力という場合、そこで（不等価交換という）“不利”な状況に立たさ
れるのは必ずしも中国の労働者だけではない。中国製品の台頭によって、日本
のドメスティックな製造業者は価格競争で大きな危機に立たされ、一部は倒産
を余儀なくされるわけだが、これも新古典派的な理解では、非効率な生産者が
淘汰されて世界市場におけるより効率的な資源配分が実現するということにな
る。したがってこの意味では、「不等価交換」という概念をかりに認める場合
でも、それが生じるのは“国と国の間”というよりは、正確にはむしろ“異な
る産業部門間”というべきであり、それは一国内においても（たとえば都市と
農村の間や、製造業と金融部門の間といった形で）起こるのである（この意味
で、スウェーデンの人類学者であり環境問題との関連で不等価交換を研究して
いるアルス・ホーンボルクが「不等価交換はきわめてローカルな事象ともなり
うる（Unequal Exchange can be a very local affair）」としているのは正当と
いえる （Hornborg et al. 2007）。
　さらに付言すれば、一国内でのそうした不等価交換に由来する問題（たとえ
ば都市－農村の格差）については、広井 2007 でもふれたように、政府による
何らかの再分配等の是正措置（産業政策を含む）がなされるのが一般的である
が、国を超えた不等価交換についてはそうした再分配メカニズムは現在のとこ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ろ存在せず
3 3 3 3 3
、ここに問題の一つの根が存在しているといえる。
　さて先ほど述べた新古典派的な理解との関連に戻ると、そこでの「大きな賃
金格差は過渡的な現象であってやがては収斂する」という理解の仕方は、新古
典派経済学の「静態的」性格と一体のものであり、そこに一つの大きな限界が
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あると考えるべきだろう。むしろ市場経済あるいは資本主義における利潤は、
そうした（均等化あるいは収斂に至る“過程”での）利潤をその大きな源泉と
しており、均等化が生じる頃には次の（費用削減的な）技術革新等によって新
たな超過利潤が生じるのである3。むしろ問題は、そうした費用逓減的な事態
が飽和状態に至るか、逆に（現在の中国・インドのような）安価な労働力の供
給が世界規模で終焉する状況において破局的な事態が生じうるという点にある。
［付記：中国への社会保障国際協力プロジェクトの経験から］
　やや個別の経験に及ぶものとなって恐縮だが、関連する話題にふれておきたい。筆
者が前ページで論じたような「不等価交換」をめぐる認識を明瞭な形で持つように
なった一つの契機として、国際協力機構（JICA）が 2005 年から着手した、中国の
農村部における社会保障（養老保険）制度整備に関するプロジェクトへの関わりが
ある。同プロジェクトは、2005 年 1 月に清華大学で開催された日中合同の「中国農
村社会保障セミナー」を一里塚とし、同年から翌年までの事前調査、2006 年からの
3 技術をめぐるダイナミクス
　村上泰亮は、各国の賃金がヘクシャー・オリーンの定理のように均等化の方向に
向かわないという事実を説明しようとすれば、1）市場の不完全性による説明、2）
技術のダイナミクスによる説明という二つの方向がありうるとした上で、1）は不十
分であるとして 2）に可能性を見出す（1 の一つとして挙げられているのが従属論）。
そして技術開発のもつ費用逓減効果を重視しつつ、「古典的な経済自由主義は、それ
自体高度な理念的整合性をもったルールの体系である。……しかし、産業化の中で
それが実際に果たした役割は、先発国による技術占有の利益を最大限に刈り取るこ
との合理化にほかならなかった」とし、また「開発主義＝費用逓減を基本的状況と
みてそれを生かそうとする考え」とした上で、今後における「新しい（多相的な）
経済自由主義のルール」は「後発国による開発主義的努力を何らかの形で公認する
ようなものでなければならない」とする。具体的には先進国から後発国への技術移
転を容易にするシステム（特に環境保全や資源保護関係）や知的所有権の保護の緩
和などであり、これらについて村上は「国際的産業政策」という表現も使っている（以
上、村上 1992：第 4 章、第 9 章、第 10 章）。村上がこのような方向を提案する価値
原理については必ずしも明らかではないが（少なくともそれが社会民主主義的ある
いは平等主義的な理念でないことは明示しているが）、本稿での「公－共－私」とい
う視点から捉えなおすならば、一つには「共（コミュニティ）的な原理」というこ
とであり、もう一つは、技術開発や費用逓減の問題は最終的には「市場内部」の問
題と考えれば、広い意味での市場（のもつ動態性）の補完（したがってこの意味で
の「私」の原理）ということになるだろう。
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本格調査等を内容とするもので、具体的には社会保障整備に関する日本の経験等を
視野に入れながら、中国の農村部での社会保障制度整備に対して一定の情報提供や
助言を行う趣旨のものである。
　このプロジェクトの一環として、ごく限られた範囲のものだが中国の農村部（安
徽省、雲南省など）に行く機会があったのだが、その時考えたこととして次のよう
な点がある。
　まず、これは同様のことが指摘されることがあるが、中国という一国の中に、あ
たかも“先進国”と“途上国”（あるいは“北”と“南”の地域）が同時に存在して
いるという印象を強く受けるという点である。北京の高層ビル群と安徽省の農村地
帯とを比べればそれは確かな事実となる。言い換えれば、中国というひとつの国が
ある意味でそのまま「地球」全体でもあるということであり、しかも中国の人口そ
して資源・エネルギー消費の規模の大きさを考えれば、象徴的な表現になるが、“2050
年の中国を見通せば地球のゆくえがわかる”という思いが自然に浮かんできた。
　しかし視点を変えて見れば、実はこれは中国に限ったことではない。先ほど資本
等の移動が国境を越えて行われる状況においては「国際貿易」と「一国内経済」と
の間に質的な違いはないという議論を行ったが、中国という一国内の“格差”の問
題と、地球上における様々な国ないし地域の格差という問題とは、その構造におい
ては異なるものではない。相違があるとすれば、一国内経済の問題であれば「政府」（あ
るいは国家）というものが存在し、それによる再分配（ないし格差是正）政策が行
われうるが、地球レベルにおいてはそうしたメカニズムあるいは主体がなお存在し
ないという点である。しかしさらに付言するならば、この点においても中国の場合は、
私が見る限りそうした再分配メカニズムがなお非常に弱く（特に別図に示されるよ
うな）都市－農村の間の再分配）、皮肉にも中国の各地域はこの意味でも「地球上で
の異なる地域」と同様の性格を持っているように思われた。
　中国の経験で感じたもう一つの点は、端的に言えば「農村はそれ自体において“貧
困”なのではなく、都市との関わりにおいて貧困となる」ともいうべき認識である。
私自身は、本文にもふれたように「一日の収入が 1 ドル以下」といった、貨幣収入
による「貧困」の定義には同意しない。その点も踏まえた上で、安徽省などに行っ
た際に感じたことだが、農村地域そのものは場所により異なりつつ、それぞれの風
土に応じた作物を栽培する田園風景等が広がっていて、人々の様子を見ても「貧し
い」という印象はほぼ全くない（安徽省は中国の中でも「最貧困地域」の一つとさ
れているのだが）。しかしそうした中でも、市場が開かれているような半ば“都市化”
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したエリアでは、倒壊した建物が並んでいたり、一部にゴミが散乱するなどしてい
て（その中には電化製品やプラスティック製品等の耐久消費財の廃棄物も含まれる）、
「貧困」という言葉があてはまるような状況が存在していた。そしてそれらは、農村
が都市と交易を始めた際に、その交易を通して、都市との関係性において生成する
ものであるように私には思われた。やや強い表現を使えば、“なぜ農村は都市によっ
て搾取されるのか”という問いが素朴な疑問として生じた。同時に、「“不等価交換”
は決して国家間だけの現象ではなく、国内レベルでも起こりうるものではないか」
という認識がそこで生まれたのである。
　繰り返すように以上はごく限られた見聞からの思考なので、そこから何らかの一
般的な議論が導けるものでは到底ないが、筆者の問題意識の一つの契機になったも
のとして記しておく次第である。　
不等価交換とエコロジー
　不等価交換論そのものの評価に戻ろう。先ほど見たように、1970 年代に大
きな影響力を持った不等価交換論の中心は、（中核国と周辺国の間の）賃金の
図　中国における地域別一人当たりGDP（2006 年）
（備考）◇は東部、●は中部、◆は西部、■は東北部。
（資料）中国国家統計局「中国統計摘要 2007」から作成。
（出典）経済産業省（2007）『通商白商 2007』、p.51。
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不等価性をめぐるものであった。このことは、現在の中国・インド（の内部及
びそれと先進国との関係）において生じている事態等を見れば、現象面に関す
る限り一定の妥当性を持つようにも見えるが、しかし不等価交換論の代表的論
者であるエマニュエルが論じるような「賃金が独立変数となる」といった現象
が、そもそもなぜ起こるかの根拠づけあるいは原理的な説明が必ずしも十分に
行われていないように見える。また、かりに先進国と途上国との間の（あるい
は都市と農村の間での）「不等価交換」というメカニズムを認めるとした場合、
はたしてそれは「賃金の不等価性（あるいは労働の不等価交換）」に尽きるの
だろうか。
　こうした問題意識も踏まえる形で、不等価交換論を環境問題あるいはエコロ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ジー的な視点から再定義する試み
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
が近年起こりつつある。その代表的な論者は
ウィスコンシン大学の社会学者スティーブン・バンカーやルンド大学のアルス・
ホーンボルクらを含む研究者グループであり、最近の成果は共著『環境史を再
考する』等に示されている（Hornborg et al. 2007）。
　バンカーの議論を簡潔に見てみよう。バンカーは、人間の経済活動における
（自然からの）採取 extraction と生産 production とを区別した上で、両者は
もともと接近して行われていたが、やがて両者が空間的に分離するようになっ
たとし、また、規模の経済は後者においては作用するが、前者においてはそう
ならないとする。そして、ここからが議論の中心であるが、彼は従来の不等価
交換論を次のように批判する。
「不均等な発展と不等価交換に関する社会経済的なモデルは、もっぱら労
働生産性あるいは労働力の価値の比較に依拠しており、それは採取的な経
済の低開発を十分に説明することができない。なぜなら自然資源の搾取は、
労働や資本との関連では測れないような価値を利用しまた破壊するからで
ある。」（Bunker 2007：247）
　そしてバンカーは、マルクス自身は「自然の諸力（natural forces または
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natural powers）」の重要性を認識しそれを使用価値（use value）の中に含め
て考えていたが、結局マルクスはいかにしてそうした使用価値が生み出される
かについての包括的な理論は展開しなかったとする。そして「使用価値はそれ
自体としては価値ではなく、人間の労働が商品に含まれてこそ価値を生み出す」
とした。というのも、資本主義というのは根本において交換価値（exchange 
value）の生産と流通に立脚した生産様式として把握されるので、マルクスの
議論では価値はそうした資本主義の生産様式の内部において初めて発生する
（したがってそこに入る前の使用価値は価値以前のものとなる）という理解に
なるからである。バンカーはこの点を確認した上で、こうした理解では、たと
えば原料（自然資源）を輸出している地域が被る交換の不平等性を把握するこ
とはできないと主張する。
　言い換えると、マルクスは資本主義を「交換価値の生産という、閉じたシス
テム」として理解しつつ整合的な理論を作ったが、まさにそうした「閉じたシ
ステム」という理解（言い換えれば、価値は資本主義の生産様式の内部で作ら
れるという理解）に根本的な問題点があると彼は論じるのである。
　こうしたバンカーの指摘は、それ自体興味深い内容を含んでいると同時に、
実はこの点は、新古典派経済学に対するエコロジカル経済学の批判（＝環境を
市場にとっての「外部性」の問題としてのみとらえ、市場経済やそこでの価格
形成を内部で完結したシステムとして理解し、市場経済の基盤となっている物
質系ないし生態系としての自然を視野に入れていないという批判）と実質的に
重なるものとも言えるだろう。
　以上の認識を踏まえた上で、バンカーはさらに次のような議論を展開する。
たとえば木材、鉱物資源、原油、漁獲資源等々の価値はその財そのものの中に
あるのであって、それに加えられた労働にあるのではない。一方、資本主義シ
ステムにおいては交換価値は資本家と労働者の間で生産される。これに対し
て、自然資源を輸出する採取的な経済においては、使用価値の生産そのものは
自然の中で起こるのであり、労働を通してではない。そして交換価値は、採取
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的経済における労働によって、使用価値を取り出し輸送するところに生まれ
る。しかし輸送そのものが使用価値を増加させるわけではなく、それは単に価
値が実現される場所を変えるに過ぎない。結局、使用価値は一方の場所（採取
extraction の場所）で失われて他方の場所（生産 production の場所）で獲得
されることになる。したがって採取的経済においては、使用価値及び交換価値
の生産と実現が完全に分離されているのであり、このプロセスは生産的経済に
おけるパターンとは異なっている。
　バンカーはこうした認識を、周辺地域（ないし途上国）における生態系が継
続的に低く評価されまた浪費され、そして中心地域との間で不均等な発展が生
じていることの根拠に置くべきだと議論する。そしてこれらを通じ、（マルク
スを含む）労働価値説を補完するものとして「自然の価値 natural values」を
指摘する。いわば「自然価値説
3 3 3 3 3
」ともいうべき視座が提示されているのである。
以上のようなバンカーの議論は、「不等価交換論」における不等価性の根拠な
いし実質を、賃金の不等価性（あるいは労働の不等価交換）からさらにその根
底に掘り下げ、自然の価値をめぐる評価というテーマに展開させたという点に
おいて重要な意義をもっている。また繰り返すように、この議論の構造は、新
古典派経済学の延長としての環境経済学（environmental economics）に対す
るエコロジカル経済学（ecological economics）の批判と類似した面を持って
いる。
　ではこれらの議論の全体を視野に入れた上で、私たちはどのような理解の枠
組みあるいは世界観ともいうべきものを持つことができるのだろうか。
不等価性の生成パターン
　議論を進めよう。バンカーが示唆するように、まず最初のポイントは「市場
経済とその外部＝自然」との境界に存在する。
　言うまでもないことだが、人間が自然の物を採取（あるいは利用）する際、“人
間が自然にお金を払う”ことはない。文字通り「自然はただ」なのであり、そ
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こに価格がつくのは人間がそれを（そのままか、あるいは加工して）他者に売
る時である。それは「ゼロから有」への無限大の飛躍ともいえる。そして、す
べての不等価性の源泉はこの点にあると考えられるのではないだろうか（これ
を「自然をめぐる不等価交換
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
」と呼んでみよう）。
　問題は、この利益を得るのは誰かという点である。単純に考えれば、自然を
直接に採取あるいは加工している者（農業や漁業等に従事する者）がそれに該
当するはずとも思える。
　それはある意味でその通りだが、けれども考えてみれば、農業を主な基盤と
する市場経済の段階では、人は「自然そのものの価値プラス若干の（農業）労
働」の価値を互いに交換しているというに過ぎない。ところが、産業化（ある
いは工業化）段階になると、生産過程に大量の自然資源（石炭、鉄、石油等々）
が投入されるようになり、その価値は商品にいわば凝縮されて実現されること
になる。つまり「自然をめぐる不等価交換」から大規模なレベルで利益を引き
出すようになるのは、産業化の段階に至って本格化すると言ってよいだろう。
　ちなみに経済史家のポメランツは、著書『大いなる逸脱（The Great 
Divergence）』の中で次のような議論を展開する（Pomeranz 2000）。すなわ
ち、産業化以前の時代（18 世紀半ば頃まで）においては、ヨーロッパと中国
の社会経済状況は意外なほどの大きな類似性を持っていたが、19 世紀以降に
大きな分岐が生じた。その理由は、産業化の過程においてイギリスを中心とす
るヨーロッパが、特に北米の植民地を供給源とする大量の自然資源消費に乗り
出し、際立って「資源集約的」な経済に移行していったのに対し、そうした自
然資源の供給先としての植民地を持たない中国の場合は、労働集約的な経済に
とどまるを得ず、そこに大きな分岐が生じたという理解である。
　この議論を先ほどの「自然をめぐる不等価交換」の論点と関連させるならば、
　a）資源集約的生産システム　…労働に比して自然資源の投入が大
　b）労働集約的生産システム　…自然資源に比して労働の投入が大
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という整理になり、そして a）のほうが「自然をめぐる不等価交換」、つまり
いわば“自然の値段の安さ”からより多くの利益を得ることになる4。
　いま、産業化（工業化）段階において「自然をめぐる不等価交換」が大規模
に生成するという議論を行ったのだが、実はこの段階においては、同時に「労
3
働をめぐる不等価交換
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
」も生成すると考えられるだろう。
　というのも、あらためて言うまでもなく、産業化ないし工業化段階に至ると、
農業従事者とは異なり、土地や自然（あるいはそこでの自給自足的経済）から
切り離され、もっぱら賃金収入によって生計を立てる大量の被雇用者層が発生
する。言い換えれば、（ある意味でマルクス的な表現になるが）この段階に至っ
て賃金という形で労働力が市場経済の対象（商品）となるわけであり、先ほど
もともと自然はただ（＝市場経済の外）だったのが市場経済の対象（＝商品）
になったという議論を行ったが、ちょうどそれと同じように、この段階に至っ
て労働というものが初めて市場経済の内部に入ることになる。しかも、それま
では（先ほどの「自然」と同じように）労働はただ（＝貨幣評価の対象外）だっ
たので、それは再びゼロから有への無限大のジャンプといえる。
　ちなみに、経済史家のポランニーは「労働、土地、貨幣」の三者について次
のように述べる。
「労働
3 3
、土地
3 3
、貨幣が本来商品でないこと
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
は明らかである。売買されるも
のはすべて販売のために生産されたのでなければならないという仮定は、
4 ポメランツの議論と「資源効率性」へのシフト
　議論が前後するが、この話題を広井 2005 での議論と関連づけて見れば、現在の先
進国においては、全般的な供給過剰の中で“自然資源不足、労働力余り（＝失業の
存在）”という状況が生まれており、今後はむしろ「労働生産性から資源効率性への
シフト」（労働力はむしろ積極的に活用し、自然資源の利用を抑えるような経済への
移行）が求められる。これは産業化時代のヨーロッパに関する先ほどのポメランツ
の指摘（資源集約的経済の移行）とは逆の方向が現在の先進国には求められている
ということになるだろう。
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これら三つについてはまったくあてはまらない。つまり、商品の経験的定
義に従うなら、これらは商品ではないのである。労働は生活それ自体に伴
う人間活動の別名にほかならず、その性質上、販売するために生産される
ものではなく、まったく別の理由から産出されるものであり、人間活動は
生活の自余の部分から切り離すことができず、貯えることも転売すること
もできない。土地は自然の別名にほかならず、人間はそれを生産すること
はできない。最後に、現にある貨幣は購買力の象徴にほかならない。それ
は一般には、けっして生産されるものではなく、金融または政府財政のメ
カニズムを通して出てくるものである。これらはいずれも販売のために生
産されるものではない。」（ポラニー 1975：96-97、傍点引用者）
　労働、土地、貨幣がそれぞれ商品化された場合に、その“値段”がそれぞれ
「賃金」、「地代」、「利子」として現われるのである。
　労働について見れば、賃金は、市場経済が普及した社会においてはそのぶん、
つまり生活を営んでいくにあたって貨幣を通じて購入すべきものの割合が増え
るぶんだけ、高くならなければならない。逆に、農村など市場経済が普及して
いない地域においては、市場を通じて購入すべき物が少ないぶんだけ、そうし
た必要賃金は低くなる。つまり、先ほどの自然の商品化ということとパラレル
に、労働の商品化ということについて見れば、農村における労働力は市場経済
の「外」にある限りにおいて、あるいは市場経済が浸透していない度合いに応
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
じて
3 3
、ただあるいはきわめて安価であり、ここ、つまり「労働をめぐる市場と
その外部」に、労働をめぐる不等価交換
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
の源泉があるといえるのではないだろ
うか。そしてそのメカニズムは基本的に自然の場合と同様である。
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３．全体構造と「時間」――持続可能性（環境）と分配（福祉）の接点
不等価交換をめぐる全体構造
　議論が錯綜してきたので少し整理しよう。ここまで、自然及び労働をめぐる
不等価交換ということを、それが市場経済の外から市場経済の内部に移行する
境界において生じるという議論を行ったが、先ほどのポランニーの議論にある
「貨幣」も含めてまとめると、さしあたり次のような理解が可能だろう。
　a）自然をめぐる不等価交換（←自然の商品化）：都市－農村の間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（または人間－自然）
　b） 労働をめぐる不等価交換（←労働の商品化）： 産業化社会－前産業化社
会の間
　c） 貨幣をめぐる不等価交換（←貨幣の商品化）： 産業化社会・後期－同・前
期の間（or 金融化社会）
　以上の a）～ c）の 3 つの不等価交換は、静的に並列するものというよりは、
むしろ市場化・産業化等の歴史的な展開の中でダイナミックかつ重層的に生成
するものであり、それを示しているのが図４である。これは広井 2005 の図 4
と基本的に同様の理解に立つものだが、「伝統社会」－「市場経済」－「産業化社
会・前期」－「同・後期」（－定常型社会）という大きな時代区分を行った場合、
まず農業中心の伝統社会から市場経済が生成・普及していく過程において、「自
然の商品化」とそこから派生する「自然をめぐる不等価交換」が生じるが、し
かしこれが大規模な形で展開するのは先に論じたようにむしろ次の産業化（な
いし工業化）の段階に至ってである。その産業化について見ると、それが展開
していく中で、「自然の商品化」と並んで「労働の商品化」が大規模に生成し、
そこに両者をめぐる不等価交換がいわば重層的な形で生じることになる。
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　さらに、ここで「産業化社会・後期」としているのは、具体的には 20 世紀
半ばから後半を念頭に置いたものであり、産業化がさらに展開していき、次第
にマテリアルな（物質・エネルギーに関わる）ニーズが満たされる中で、需要
あるいは消費が経済の駆動因になっていくと同時に――図で「情報化」とし
ているのは、コンピューターや IT といったことのみを指しているのではなく、
むしろ「情報の消費」、つまり消費にあたってモノそのものよりそこに含まれ
図４　不等価交換をめぐる構造と動機
（出典）筆者作成。
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た（デザイン、ブランドなどの）情報＝付加価値に着目して購入することを意
味している――、金融市場が大きく拡大し、すなわち貨幣が商品として売買さ
れることが一般的となりやがてはそれが実物経済を大きく動かす主動因になっ
ていく段階をさしている。そして、こうして「貨幣」そのものが商品化されて
いく中で、そこに（先ほどの自然及び労働の商品化の場合と同様に）「貨幣を
めぐる不等価交換」が生成すると考えられる。
　そして同時に、先ほどの「自然価値説」から「労働価値説」への移行と同様
に、つまり自然から離れて労働が独立した価値の源泉であるとの認識が生まれ
たのと同様に、（労働を離れて）貨幣そのものが富の源泉であるような理解が
生成する。「貨幣価値説
3 3 3 3 3
」とも呼ぶべき（転倒した）認識が生まれるのである。
「時間」との関わり――市場とその外部
　以上の議論を踏まえ、ここで重要なことは、これら三重の不等価交換の不等
価性は、それぞれ（自然、労働、貨幣）がなお多く市場経済の「外」に存在し
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ていることを前提に
3 3 3 3 3 3 3 3 3
（あるいはそのことによって増幅されて）生成するという
点である。
　たとえば自然については、エコロジカル経済学者のメリーランド大学のロ
バート・コスタンザらは地球生態系のもたらす財・サービスの経済的価値の概
算を行っているが、炭素の貯蓄、土壌の有機物の蓄積、生物多様性の維持、栄
養循環、大気汚染物質の除去、炭素供給農作物、魚介類等について年間の経済
的価値を評価したところ 36 ～ 58 兆ドル（1998 年のアメリカドル値）で、こ
れは当時の世界の GDP 値に匹敵する額となる（山本良一責任編集、Think 
the Earth Project 編 2004 他）。現在の市場経済はこれらの自然のほとんど無
償性（ないし“格安”性）の上に成り立っており、かつその有限性あるいは持
続可能性について限られた認識しか持っていない。
　また近年の世界経済の“好況”が、先ほどもふれた中国・インド等における
大量の農村労働力人口や、それらの国々の急速な産業化によって支えられてい
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ること（つまり市場経済のなお外にある労働力の存在、また金融化が進む以前
の実物経済の大きな拡大）は確かなことであり、それはグローバル資本、とり
わけグローバル金融資本の多大な利潤の源泉となっている。
　象徴的に言えば、“資本主義はその「外部」を必要とする”という言い方が
可能だろう。かつてローザ・ルクセンブルクが示した「資本蓄積が進行しうる
ためには購買者としての非資本主義的外圏が必要であるとし、資本主義諸国が
この外圏を支配し同化するプロセスこそが近代的帝国主義にほかならず、しか
もこの外圏が次第に消滅し全世界が資本主義化したあかつきには資本蓄積は不
可能となり、資本主義の世界的崩壊が訪れる」という認識が、現代的なリアリ
ティをもってここにあてはまる（武者 2007：270）。
　実際、現在の世界において進んでいるのは急速な「都市人口」の増加であり、
国連ハビタット（人間居住計画）などの推計では、世界の都市人口は 2007 年
中にも 33 億人に達し、地方を越える見通しとされた。アジアやアフリカなど
途上国で爆発的な人口増加と都市への人口流入が同時に進むため、2030 年に
は都市人口は約 49 億人と、世界人口の 6 割に達する（2007 年 1 月の国連ハ
ビタット（人間居住計画）推計）。ちなみにウォーラーステインは“世界の脱
農村化”という表現を使っている（ウォーラーステイン 2006）。
　いずれにしても、市場経済はその外部を必要としまたそれに依存している。
ところが実際には、先ほど「貨幣価値説」という表現を使ったように、あたか
も貨幣そのものが“価値の源泉”、つまり自ら価値を生み出すものであるかの
ような錯覚が支配的となりつつある。これは転倒した見方であり、価値の源泉
はその外部、つまりこの場合は貨幣そのものが商品化される前の、人間の「労
働」をベースとする実物経済にあることが確認されるべきであるし、さらにそ
の根底には、「自然」というすべての価値の源泉が存在することを認識する必
要がある。言い換えれば、貨幣価値説を労働価値説へ、またそれをさらに自然
価値説へと根拠づけていくことが求められている。
　以上の議論をまとめると、つまるところ「不等価交換」は、市場経済がその
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外にあるものを十分評価しない（できない）ところに生成するということにな
る。このことを、（広井 2007 等でも示した）本稿全体のベースにある「自然
－共同体－個人」をめぐる基本的な枠組みとの関係で捉えなおすとどうだろう
か。
　図５のような構造を「時間」という観点から見た場合、市場あるいは経済の
時間はもっとも“速く”流れ、また基本的に短期のタイム・スパンに関わるも
のである。それに比べて「コミュニティの時間」は、相互扶助的な関係性や世
代間の継承性ということも含めより長期の時間にかかわるものであり、さらに
「自然の時間」は（たとえば森林の遷移や気候変動といったことも含め）“超長
期”にわたるものである。
　そして、ここで論じてきた「自然の商品化－労働の商品化－貨幣の商品化」
という話題と以上の議論との関連を考えると、基本的に
　a）自然の商品化　…図 5 における、C（環境）と A との関わり
　b）労働の商品化　…図 5 における、B（コミュニティ）と A との関わり
　c）貨幣の商品化　…図 5 における、A（市場）と A 自身との関わり
と理解することができるだろう。このうち労働については若干関連性が自明で
はないかもしれないが、人間にとっての労働というものが、（農業を中心とす
図５　自然－共同体－個人と時間
（出典）筆者作成。
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る伝統社会や遊牧等といったことを考えてみても）本来コミュニティにおける
“協働”ということを基本にするものであることは確かであり、賃労働という
ものはこうしたコミュニティ関係の中にある労働をいったんそこから切り離し
て「市場経済」の領域に取り込んだものであることからすれば、こうした対応
づけが可能と考えられる。
　また、貨幣の商品化とは、本来は財・サービスの市場を一歩外から（メタレ
ベルから）評価する手段であるはずの貨幣が、それ自身、市場の中に投げ込ま
れ、評価や流通の対象になるという意味において、いわば市場経済が“自ら自
身をモニターする（自己言及する）”ともいうべき構造であり、いわば市場化・
商品化の極限にあるものといえる。
　いずれにしても、市場経済と、その根底にあるコミュニティそして自然との
間には、以上述べてきたような「時間」をめぐる位相のズレが存在しており、
こうした時間座標のズレが、自然の商品化、労働の商品化、貨幣の商品化にお
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
いて「不等価交換」を生み出す源泉になっている
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
と考えられるのではないだろ
うか。
　言い換えれば、「持続可能性」という価値を市場経済は十分に評価できてお
らず、しかもそこから利益を汲み出している（さらにそこから分配をめぐる不
公正が派生している）という構造が存在しており、ここに「持続可能性
3 3 3 3 3
」とい
う問題と「分配
3 3
」をめぐる問題との接点（すなわち「環境
3 3
」と
3
「福祉
3 3
」の接点）
が存在するのではないだろうか。いわば、「持続可能性という価値を過小評価
することで超過利潤を得る」（持続可能性から分配問題への
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
“転形
3 3
”）ともいう
べき構造が存在していることになる。
　こうした基本認識を踏まえれば、たとえば具体的な対応として、「自然資源
の使用（あるいは汚染物質の排出など自然に対する負荷）に対する課税を強化
し、それを所得再分配等にあてる」といった政策が本質的なものとして浮上す
ることになるだろう。
　ちなみに、話題をさらに広げることになるが、ここで述べているテーマに関
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連して、生物学者の本川達雄は、次のような示唆に富む議論を展開している。
様々な動物の寿命と体重及び心臓の拍動数を比較すると（たとえばゾウとネ
ズミ）、一生の間の心臓の拍動数がほぼ共通している（約 150 億回）という興
味深い事実が発見されるが、そこから導かれるのは「エネルギー消費」と「時
間の速さ」が反比例の関係にあるという点である（体の大きさに対してエネル
ギー消費の大きい動物ほど時間が速く進む）。ところが人間という生き物の場
合、本来の必要量を大幅に上回るかたちでのエネルギー消費を行い、それによっ
て「時間」の速度を速めてきた。考えてみればほとんどの工業製品は何らかの
意味でスピードを速めることと関係しており、こうした視点からすると、「ビ
ジネスとはエネルギーを使って時間の速度を速める活動」と理解することがで
きる（まさに「ビジネス」＝ busy ＋ ness）。「エネルギー→時間→金」という
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
変換を行うのがビジネス
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ということになる（まさに「時は金なり」）。ところが
現代人あるいは現代の日本人の場合、生物として生きていくのに必要な量の約
40 倍ものエネルギーを消費している。ということは、現代人の時間は昔に比
べ 40 倍も速くなっていることになる。こうした現代社会の時間に、身体ある
いは生物としての時間が追いつけなくなっているのが現代なのではないか、と
いうのが本川の基本メッセージである（「時間の見方　変える時」『日本経済新
聞』2000 年 8 月 22 日、及び本川 1996）。
　本書での問題意識にそくして概括するならば、本川の議論で、「エネルギー
→時間→金」となっているのは、先の図 4 における産業化・前期に対応する
ものであり、その前後の段階、つまり市場化の段階と産業化・後期（情報化・
金融化）の段階まで含めて整理すれば、
　市場化　　　　　： 物質→時間→金　　　　〔単位時間当たりの物質消費の
増加〕
　産業化社会・前期： エネルギー→時間→金　〔単位時間当たりのエネルギー
消費の増加〕
　産業化社会・後期： 金（＆情報）→時間→金〔単位時間当たりの情報（＆貨
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幣）消費の増加〕
といった理解が可能かもしれない
　このうち産業化社会・後期については、先に整理した「貨幣の商品化」と対
応するものだが、それはもともと“スピードの速い”市場経済がそれ自らを評
価するものだから、（株の売買を考えればわかるように）“速さへの競争”とい
うことが極限において生起することになるし、それは IT 等と相互補強しなが
ら限界まで至っているといえるだろう。
　一方、広井 2005 でも論じたように、そうした産業化社会の先に展望され、
コミュニティや自然、スピリチュアリティといった“市場経済を超える”価値
への志向が大きく展開する成熟化社会ないし「定常型社会」においては、以上
の文脈にそくしてあえて表現すれば「時間→時間」ともいうべき形、つまり「時
間そのもの」の持つ固有の価値が再発見され、時間が上記のような手段的・媒
介的な位置づけを超えた現在充足的な価値を持つことになる。「市場経済の時
間」の根底にある「コミュニティの時間」そして「自然の時間」への通路を回
復していくことが課題なのである。
エピローグ――収斂あるいは定常化への道標
　いわゆる先進諸国に関しては、ヨーロッパなどを中心にそうした成熟化・定
常化への移行が現実に進みつつあるといえるが、視野をよりグローバルな視点
あるいはより長期的な展望に向けた場合、どのようなことが言えるだろうか。
　いくつかの事実関係から見てみよう。図６はいくつかの国について、この
100 数十年（1885 － 1994 年）の経済成長率（一人当たり GDP の成長率）と、
1885 年の時点での一人当たり GDP の相関を示したものだが、興味深いことに、
スタートの時点（1885 年）において所得が低かった国（典型的には日本）ほ
ど成長率が高く、逆に所得が既に高かった国ほど成長率が低いことが示されて
いる。
　ちなみに、新古典派経済学の代表的な成長理論（ソロー・モデルと呼ばれる
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もの）に「定常状態」（steady-state）という概念があり――誤解のないよう
に確認すると、これはジョン・ステュワート・ミルが『経済学原理』の中で論
じた「定常状態 stationary state」とも、またエコロジカル経済学のデイリー
が「定常経済 steady-state economy」と呼ぶものとも、異なる文脈に属する
ものである――、定常状態においては労働者一人当たりの資本量は一定になっ
て経済は均衡する。人口増加を伴う定常状態の場合、労働者一人当たりの産出
は一定となるが、それに技術進歩が加わる場合は、労働者一人当たりの産出は
技術進歩率に依存して増加する、という考え方がそこでは示される（マンキュー
2004）。
　そこで、経済はその定常状態へと「収斂」するという考え（“成長の収斂仮説”）
が生まれるが、そうした議論の文脈において経済学者のボーモルが示したのが
先の図 6 のような実証研究であり、しかし同時に、対象とする国々を拡大す
れば、そうした収斂は見られないという批判もなされてきた（デロングら。図
７参照。ジョーンズ 1999、Romer 2006）。
　一方で、近年の状況を見ると、先の図７においては高い成長を示した日本
図６　当初の所得水準とその後の経済成長の相関（1870年－1979年）
（出典） Romer（2006），p.33．
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図８　当初の所得水準とその後の経済成長の相関（1995年－2005年）
（注）傾向線上の対象国はボーモルの 16 カ国（英、米、仏、独、伊、日本等）とデロングの
６カ国（スペイン、ポルトガル等）に中国、インド、ロシアを加えた 25 カ国。
（原典）OECD「The World Economy: Historical Statistics 」（Angus Maddison）
（出典）水野（2007）、p.83。
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図７　当初の所得水準とその後の経済成長の相関（1870年－1979年）
　　　〔対象国を拡大した場合〕
（出典） Romer（2006），p.34．
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などの“後発キャッチアップ”国の成長率が低下していく中で、いわゆる
BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）といった新興諸国が急速な産業化
とともに（かつての日本のような）高い経済成長を示している（図８）。
　要するに、市場化そして産業化というルートに乗るかどうか、というのが
基本的な分岐点であり、そうしたルートをほぼ完全に選び取ったのが上記の
BRICs や、その次世代として論じられる“VISTA”（ヴェトナム、インドネシ
ア、南アメリカ、トルコ、アルゼンチン）等々といった諸地域である。それは
言い換えれば市場化・産業化の波が地球上を覆っていく過程ともいえる。一方
で、ブータン（あるいはラオス）といった国がしばしば引き合いに出されるよ
うに、そうした市場化・産業化の途をあえて選ばず、別の形の「豊かさ」や“幸
福”のかたちを志向する諸地域が存在する（図９）。
　こうした世界あるいは地球の行き着く先はどうなるのか。それはどのように
すれば資源・環境面において持続可能であり、また本稿で論じてきたような「不
等価性」はいかにして克服され、分配の公正が実現しうるのか。
図９　市場化・産業化と地球上の各地域の位置
（出典）筆者作成。
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　先ほど新古典派経済学の収斂論などにふれたが、その理解では、各国毎に資
本・労働力・技術（＝成長を規定する 3 要素）で決まる定常状態があり、各国
はそこに収斂していくとされる（「条件付収斂 conditional convergence」）。つ
まり「国によって定常状態は異なるということである。……すなわち、各経済
はそれぞれ独自の定常状態へ収束していくようにみえる。そして、その定常状
態は貯蓄、人口成長、教育によって決まるのである」（マンキュー 2004：45）。
　これはもっともな指摘ともいえるが、部分的な事実の追認にとどまるし、産
業化や技術革新のダイナミクスの中身に踏み込んだ展望はそこからは見えてこ
ない。また各国・各地域の相互依存関係や分配をめぐる問題が残されている。
　ところで経済全体の規模に関しては、長期の人口推計と一人当たり所得
（GDP）の推計をベースに、人類が発生して以降の超長期の経済成長の軌跡（実
質 GDP の推移）を試算したデロングは、図 10 のような推計結果を示してい
る（DeLong1998、Maddison2003、マディソン 2004）。これを見ると、GDP
で示される人類の経済活動の規模の推移にいくつかのステップ、あるいは成長・
拡大と成熟化・定常化のサイクルともいうべきものがあり、また現在はその何
図 10　超長期の世界GDP（実質）の推移
（出典） DeLong（1998）．
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度目かの定常化の段階の入り口のように見える。
　これらの実質的な意味を探り、今後の展望を得るためには、先ほど述べたよ
うに産業化や技術革新の中身に立ち入った検討とともに、視野を数千年～数億
年に広げた、文明論的ともいいうる考察が必要になる。私たちはこうした主題
について、稿をあらためて吟味していくこととしたい。
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